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(57)【要約】
【課題】作業地走行での走行時間管理が正確に行うこと
ができる作業車が要望されている。
【解決手段】作業車は、走行機構を装備する車体と、作
業地に対する対地作業を行う作業装置と、測位データを
出力する衛星測位モジュール８０と、測位データに基づ
いて前記車体の走行距離を算出する走行距離算出部５１
と、走行距離算出部５１で算出された走行距離の走行に
要した時間から実距離走行時間を算出する走行時間算出
部５２と、実距離走行時間に基づいて対地作業を管理す
る作業管理部５０とを備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　走行機構を装備する車体と、
　前記車体に装備され、作業地に対する対地作業を行う作業装置と、
　測位データを出力する衛星測位モジュールと、
　前記測位データに基づいて前記車体の走行距離を算出する走行距離算出部と、
　前記走行距離算出部で算出された走行距離の走行に要した時間から実距離走行時間を算
出する走行時間算出部と、
前記実距離走行時間に基づいて前記対地作業を管理する作業管理部と、
を備えた作業車。
【請求項２】
　前記作業地に対する対地作業の目標走行時間を設定する目標走行時間設定部が備えられ
、前記作業管理部は、前記目標走行時間と前記実距離走行時間とを比較して、前記対地作
業の進捗度を算出する請求項１に記載の作業車。
【請求項３】
　前記進捗度が走行中に報知可能である請求項２に記載の作業車。
【請求項４】
　前記目標走行時間と前記実距離走行時間との時間ずれが所定時間を超えた場合、緊急停
止指令が出力される請求項２または３に記載の作業車。
【請求項５】
　前記作業管理部は、直進走行時における前記目標走行時間と前記実距離走行時間との時
間ずれである直進時間ずれと、旋回走行時における前記目標走行時間と前記実距離走行時
間との時間ずれである旋回時間ずれとを算出する請求項２から４のいずれか一項に記載の
作業車。
【請求項６】
　前記目標走行時間と前記実距離走行時間との時間ずれに基づいて前記車体のスリップ率
を算出するスリップ率算出部が備えられている請求項２から４のいずれか一項に記載の作
業車。
【請求項７】
　前記スリップ率算出部は、直進走行時における前記目標走行時間と前記実距離走行時間
との時間ずれから直進走行時のスリップ率である直進スリップ率を算出するとともに、旋
回走行時における前記目標走行時間と前記実距離走行時間との時間ずれから旋回走行時の
スリップ率である旋回スリップ率を算出する請求項６に記載の作業車。
【請求項８】
　前記作業管理部で管理される管理情報をデータ転送可能に記録する記録部と、前記管理
情報を報知する報知部が備えられている請求項１から７のいずれか一項に記載の作業車。
【請求項９】
　前記作業地における前記車体の目標走行経路を設定する経路設定部と、前記目標走行経
路及び前記測位データに基づいて前記車体を自動走行させる自動走行指令を生成する自動
走行制御部が備えられている請求項１から８のいずれか一項に記載の作業車。
【請求項１０】
　走行機構を装備する車体に対地作業を行う作業装置を装備した作業車のための時間ベー
ス管理システムであって、
　前記作業車による作業走行のための目標走行経路を設定する経路設定部と、
　前記目標走行経路に沿って設定された複数の作業走行点に目標走行時間を割り当てる目
標走行時間設定部と、
　前記作業車の実際の作業走行時の前記作業走行点における経過時間を実走行時間として
算出する走行時間算出部と、
　前記作業走行点における前記目標走行時間と前記実走行時間とを比較評価する作業管理
部と、
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を備えた作業車のための時間ベース管理システム。
【請求項１１】
　前記目標走行時間と前記実走行時間との相違を示す相違値が、所定のしきい値を超えた
場合、作業走行異常が報知される請求項１０に記載の作業車のための時間ベース管理シス
テム。
【請求項１２】
　前記車体のスリップ率を算出するスリップ率算出部が備えられ、かつ
　前記目標走行時間と前記実走行時間との相違を示す相違値が、所定のしきい値を超えた
場合、前記相違に対する前記スリップ率の影響が評価される請求項１０または１１に記載
の作業車のための時間ベース管理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圃場や土木現場などの作業地を走行しながら対地作業を行う作業車、及びこ
の作業車に適用される時間ベース管理システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、苗植走行しながら、植付作業中の圃場における植付作業の進捗度合等
を測定する作業測定装置を備えた苗移植機が記載されている。この苗移植機は、後輪の駆
動回転を検出する回転検出部材や、前輪の操向動作を検出する操向検出部材を用いて、単
位苗植走行条の苗植付条面積を算出するとともに、縦方向の植付走行距離の移動に要する
時間と、旋回距離の移動に要する時間を測定する。これにより、植付作業の進捗度や、終
了時間、残余面積等を予測しながら植付作業を行うことを意図している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－２９６００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１による技術のように、車輪の駆動回転に基づいて車速を算出
し、直進走行と旋回走行を繰り返しながら行われる作業走行の時間を求める場合、車輪の
スリップにより誤差が生じる。特に旋回半径の小さな旋回走行では、大きなスリップが発
生し、車輪の回転数と移動距離とが対応しなくなり、大きな誤差が生じる。この誤差は積
算されていくので、作業後半での進捗度の正確な算出は困難となる。
【０００５】
　上記実情に鑑み、作業地走行での走行時間管理が正確に行うことができる技術が要望さ
れている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明による作業車は、走行機構を装備する車体と、前記車体に装備され、作業地に対
する対地作業を行う作業装置と、測位データを出力する衛星測位モジュールと、前記測位
データに基づいて前記車体の走行距離を算出する走行距離算出部と、前記走行距離算出部
で算出された走行距離の走行に要した時間から実距離走行時間を算出する走行時間算出部
と、実距離走行時間に基づいて前記対地作業を管理する作業管理部とを備えている。
【０００７】
　この構成では、衛星測位モジュールの測位データから遂次算出される車体の座標位置か
ら車体の移動距離（走行距離）が求められ、その移動（走行）にかかった時間を実距離走
行時間として算出するので、この実距離走行時間は、スリップなどによる誤差が排除され
た走行時間が得られる。作業車の作業状況を時間で管理する際には、走行距離当たりの正



(4) JP 2017-209070 A 2017.11.30

10

20

30

40

50

確な走行時間が必要となるので、この実距離走行時間を用いた走行時間管理により、作業
車の作業状況を正確に把握することができる。特に、トラクタや田植機などのような対地
作業車では、定車速指令を走行機構に与えて、一定速度で走行しながら作業が行われるこ
とが多い。そのような定速度作業走行では、実距離走行時間を管理するだけで、対地作業
の状況（適正または不適）を正確に把握することができる。
【０００８】
　例えば、本発明の好適な実施形態の１つでは、前記作業地に対する対地作業の目標走行
時間を設定する目標走行時間設定部が備えられ、前記作業管理部は、前記目標走行時間と
前記実距離走行時間とを比較して、前記対地作業の進捗度を算出するように構成されてい
る。特定の作業地における特定の対地作業を行う場合、適正な作業時間である走行時間は
算出可能である。したがって、この構成では、その適正な作業時間が目標走行時間として
設定され、作業中において、逐次算出される実距離走行時間と目標走行時間とを比較する
ことで、全作業のうちでどの程度完了しているか、未作業がどの程度残っているかといっ
た作業の進捗度を算出することできる。これにより、作業車による対地作業の時間管理が
実現する。さらに好ましい実施形態の１つでは、前記進捗度が走行中に報知可能に構成さ
れている。これにより、運転者や操作者は、作業走行中において、任意の時点での進捗度
は把握することができ、これからの作業走行計画、例えば、日暮れまでに作業が完了でき
るかどうか、作業終了まで燃料が大丈夫かどうかなどを適切に判断することができる。
【０００９】
　このような時間管理において、設定された目標走行時間と遂次算出される実距離走行時
間との間に大きな差が出てくると、適正な作業が行われていないと推定されるので、現在
行っている作業を一旦停止することが望ましい。このことから、本発明の好適な実施形態
の１つでは、前記目標走行時間と前記実距離走行時間との時間ずれが所定時間を超えた場
合、緊急停止指令が出力されるように構成されている。
【００１０】
　圃場と呼ばれる作業地に対して、耕耘作業、苗植付け作業、収穫作業などを行う農業作
業機では、直進走行と旋回走行（９０°ターンや１８０°ターンなど）とを繰り返しなが
ら走行し、圃場全体の農作業を完了する。その際、実質的には、直進走行で農作業を実施
し、旋回走行では車体の姿勢を変更するだけで、農作業は実施しない。このことから、直
進走行と旋回走行とを区分けして、時間管理を行うことが重要である。例えば、直進走行
において、目標走行時間と実距離走行時間との時間ずれが大きいと、対地作業結果が悪い
ことを考慮しなければならない。また、旋回走行において、目標走行時間と実距離走行時
間との時間ずれが大きいと、旋回走行が困難な地面状況が発生しているか、あるいは実行
されている旋回半径が不適切であるといったことを考慮しなければならない。このことか
ら、本発明の好適な実施形態の１つでは、前記作業管理部は、直進走行時における前記目
標走行時間と前記実距離走行時間との時間ずれである直進時間ずれと、旋回走行時におけ
る前記目標走行時間と前記実距離走行時間との時間ずれである旋回時間ずれとを算出する
ように構成されている。
【００１１】
　目標走行時間と実距離走行時間との時間ずれは、地面と走行機構（車輪など）との間で
のスリップによって生じる。このことから、スリップ率を求めることで、車速、作業装置
における作業負荷、地面（圃場面）の状態が適正であるかどうかを評価することができる
。このため、本発明の好適な実施形態の１つでは、前記目標走行時間と前記実距離走行時
間との時間ずれに基づいて前記車体のスリップ率を算出するスリップ率算出部が備えられ
ている。このスリップ率においても、直進走行と先行走行ではスリップ状況が異なるので
、上述した形態と同様に、直進走行と旋回走行とで区分けして算出することが好ましい。
このため、本発明の好適な実施形態の１つでは、前記スリップ率算出部は、直進走行時に
おける前記目標走行時間と前記実距離走行時間との時間ずれから直進走行時のスリップ率
である直進スリップ率を算出するとともに、旋回走行時における前記目標走行時間と前記
実距離走行時間との時間ずれから旋回走行時のスリップ率である旋回スリップ率を算出す
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るように構成されている。
【００１２】
　本発明の好適な実施形態の１つでは、前記作業管理部で管理される管理情報をデータ転
送可能に記録する記録部と、前記管理情報を報知する報知部が備えられている。管理情報
には、例えば、上述した進捗度、時間ずれ、スリップ率、などが含まれる。このような管
理情報が、経時的に記録部に記録されると、作業車の走行軌跡とリンクさせることができ
、より精細な作業評価を行うことができる。さらに、これらの管理情報が、各地の作業地
での対地作業を管理する管理センタの管理コンピュータに転送されることにより、大量の
データを用いた対地作業の分析を行うことができる。さらに、上述のような管理情報を作
業車の運転者や作業車を遠隔操縦する操作者などに報知することで、作業品質を向上させ
る方策を講じるきっかけを作ることができる。
【００１３】
　上述したような、時間をベースにした作業の管理は、運転者の直観や経験による作業の
変更ができない自動走行の場合、特に適している。作業車を自動走行させるためには、前
記作業地における前記車体の目標走行経路を設定する経路設定部と、前記目標走行経路及
び前記測位データに基づいて前記車体を自動走行させる自動走行指令を生成する自動走行
制御部が備えられる。
【００１４】
　さらに、この作業車に組み込まれている、上述したような作業車のための時間ベースの
管理システムそれ自体も、本発明に含まれる。走行機構を装備する車体に対地作業を行う
作業装置を装備した作業車のための時間ベース管理システムは、前記作業車による作業走
行のための目標走行経路を設定する経路設定部と、前記目標走行経路に沿って設定された
複数の作業走行点に目標走行時間を割り当てる目標走行時間設定部と、前記作業車の実際
の作業走行時の前記作業走行点における経過時間を実走行時間として算出する走行時間算
出部と、前記作業走行点における前記目標走行時間と前記実走行時間とを比較評価（相違
値算出）する作業管理部とを備えている。このような時間ベース管理システムも、上述し
た作業車と同じ作用効果を得ることができ、また上述した種々の好適な実施形態を取り入
れることも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】作業車による対地作業の時間管理に関する基本原理を模式的に示す説明図である
。
【図２】作業車の走行時間と走行位置と走行軌跡とを模式的に示す説明図である。
【図３】作業車の実施形態の１つを示すトラクタの側面図である。
【図４】トラクタの制御系を示す機能ブロック図である。
【図５】作業車の走行時に経時的に取り扱われるデータ群の一例をタイムチャート的に示
す説明図である。
【図６】時間ベース管理システムにおける基本的な制御構成を示す機能ブロック図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明による作業車の具体的な実施形態を説明する前に、図１と図２とを用いて、作業
車による対地作業の時間管理に関する基本原理を説明する。図１には、対地作業を行って
いる作業車におけるデータの流れが示されており、図２には、作業車の走行経路と走行時
間とが模式的に示されている。
【００１７】
　ここでは、作業車は、図２に示すように操向輪や駆動輪などから構成される走行機構１
０を装備する車体１と、車体１に取り付けられた作業装置３０とを備えている。図２の例
では、作業車は、直進走行と１８０°の旋回走行とを繰り返しながら、作業地全体を作業
走行する。作業車には、ＧＮＳＳモジュールなどによって構成される衛星測位モジュール
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８０が備えられており、車体の座標位置（以下単に自車位置と称する）を示す測位データ
を出力する。なお、測位データで表される自車位置は、アンテナの位置が基準となるが、
ここでは、自車位置は、アンテナの位置ではなく、車両の適切な位置、例えば、作業装置
３０の対地作用点などとなるような位置補正処理が行われる。
【００１８】
　図２で、模式的に示されているように、測位データに基づいて、走行距離算出部５１は
、周期的に取得した自車位置（又は走行時点）（図２ではＰ０１・・・で示されている）
から走行距離（図２ではＬ０１・・・で示されている）を算出する。この周期的に連続し
て取得した自車位置を繋いでいくと、作業車の走行軌跡が得られる。また、走行距離を積
算することにより、所定走行区間の走行距離、例えば全行程の走行距離が得られる。さら
に、走行時間算出部５２は、走行距離算出部５１で算出された走行距離の走行に要した時
間（図２ではｔ０１・・・で示されている）を実距離走行時間として算出する。この実距
離走行時間を積算することで、所定走行区間の実距離走行時間、例えば全行程の実距離走
行時間が得られる。作業管理部５０は、この作業車による対地作業の時間管理に、この実
距離走行時間を用いる。
【００１９】
　この作業車には、所定車速、例えば一定の車速（５ｋｍ／ｈや１０ｋｍ／ｈなどの定車
速）で走行しながら、この作業地を対地作業する際に必要となる目標走行時間を設定する
目標走行時間設定部６２が備えられている。これは、運転者が設定することもできるし、
通信等の手段で自動的に設定されることも可能である。例えば、この作業車が、自動走行
作業車として運用される場合には、経路設定部６１によって設定された目標走行経路から
、目標走行時間設定部６２が目標走行時間を算出して、設定することも可能である。なお
、直進走行での車速設定と旋回走行での車速設定とは、同一でなくてもよく、それぞれ別
々に設定することができる。また、直進走行と旋回走行のいずれにおいても特定の区間に
おいて異なる車速を設定することも可能である。
【００２０】
　走行上のトラブル（走行機構１０の不調、ぬかるみでのスリップなど）や作業上のトラ
ブル（過負荷の発生など）があった場合、目標走行時間設定部６２によって設定されてい
る所定自車位置での目標走行時間と、走行時間算出部５２によって算出される実距離走行
時間と間の相違（時間ずれ）が、想定外に大きくなることがある。この場合には、作業車
を停止して、走行機構１０の状態や作業装置３０の状態を点検する必要がある。したがっ
て、作業管理部５０は、目標走行時間と実距離走行時間との時間ずれが所定時間を超えた
場合、緊急停止指令を出力させる機能を有する。この機能は、作業車が、自動走行作業車
として運用される場合に、特に好適である。
【００２１】
　図１の例では、作業管理部５０には、進捗度算出部５０１とスリップ率算出部５０２と
が含まれている。進捗度算出部５０１は、この作業地に対する作業のために設定された目
標走行時間と、走行時間算出部５２によって算出された実距離走行時間（より詳しくは所
定区間ごとの実距離走行時間の積算値）とを比較して、対地作業の進捗度を算出する。算
出された進捗度は、視覚的な手段あるいは聴覚的な手段を通じて報知することができる。
この進捗度の報知により、作業の進み具合（作業効率）、作業の残り時間（作業終了予測
時間）などが容易に把握することができる。スリップ率算出部５０２は、目標走行時間と
実距離走行時間との時間ずれに基づいて車体１のスリップ率を算出する。ぬかるみ面の走
行時や小旋回半径での旋回走行時に生じるスリップは、一定車速での走行した場合での目
標走行時間と実際の実距離走行時間との時間ずれとして現れるので、その時間ずれからス
リップ率を算出することができる。このスリップ率により、作業地の地面状態や旋回状態
などを評価することができる。
【００２２】
　この作業車のように、直進走行と旋回走行とを繰り返して作業地に対する作業を行って
いく場合、直進走行で作業装置３０を駆動し、旋回走行では作業装置３０を駆動しないこ
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とが多い。また、直進走行と旋回走行とでは、走行機構１０の状況が大きく異なる。この
ため、直進走行と旋回走行とを区分けして、走行管理あるいは作業管理することが好まし
い。このため、この作業管理部５０は、直進走行時における時間ずれを直進時間ずれとし
、旋回走行時における時間ずれを旋回時間ずれとして算出する機能を有する。特に、直進
走行と旋回走行とでは、走行負荷が大きく異なり、走行負荷に起因するスリップは、直進
走行と旋回走行とでは区分けして評価することは、スリップ評価にとって重要である。こ
のことから、スリップ率算出部５０２は、直進走行時における時間ずれから直進走行時の
スリップ率である直進スリップ率を算出するとともに、旋回走行時における時間ずれから
旋回走行時のスリップ率である旋回スリップ率を算出することも可能である。
【００２３】
　作業管理部５０は、上述した以外の種々のデータ、例えば走行機構１０の状態を示す走
行データや作業装置３０の状態を示す作業データも入力して、管理情報として記録するこ
とができる。さらに、作業管理部５０で生成あるいは管理されている進捗度、時間ずれ、
スリップ率、車体走行軌跡などのデータも管理情報として記録される。記録された管理情
報は、記録メディアやデータ通信を通じて、作業車から持ち出すことができる。至急に報
知した方がよい管理情報は、作業車の運転者や操作者に、視覚的あるいは聴覚的な手段を
通じて直接報知される。
【００２４】
　この作業車を自動走行として構成する場合には、経路設定部６１によって設定される作
業地における車体１の目標走行経路に自車位置が一致するように車体１を自動走行させる
自動走行指令を生成する自動走行制御部４２が備えられる。
【００２５】
　次に、本発明の作業車の具体的な実施形態の１つを説明する。この実施形態では、作業
車は、図３に示されているように、畦によって境界づけられた圃場（作業地）に対して耕
耘作業などの農作業を行うロータリ耕耘装置などの作業装置３０を装備したトラクタであ
る。このトラクタは、前輪１１と後輪１２とによって支持された車体１の中央部に操縦部
２０が設けられている。車体１の後部には油圧式の昇降機構３１を介してロータリ耕耘装
置である作業装置３０が装備されている。前輪１１は操向輪として機能し、その操舵角を
変更することでトラクタの走行方向が変更される。前輪１１の操舵角は操舵機構１３の動
作によって変更される。操舵機構１３には自動操舵のための操舵モータ１４が含まれてい
る。手動走行の際には、操縦部２０に配置されている前輪１１の操舵はステアリングホイ
ール２２の操作によって可能である。トラクタのキャビン２１には、ＧＮＳＳモジュール
として構成されている衛星測位モジュール８０が設けられている。図示されていないが、
ＧＰＳ信号やＧＮＳＳ信号を受信するための衛星用アンテナがキャビン２１の天井領域に
取り付けられている。なお、衛星測位モジュール８０には、衛星航法を補完するために、
ジャイロ加速度センサや磁気方位センサを組み込んだ慣性航法モジュールを含めることが
できる。もちろん、慣性航法モジュールは、衛星測位モジュール８０とは別の場所に設け
てもよい。
【００２６】
　図４には、このトラクタに構築されている制御系が示されている。この制御系は、図１
を用いて説明された基本原理を採用している。この制御系の中核要素である制御ユニット
４には、入出力インタフェースとして機能する、出力処理部７、入力処理部８、通信処理
部７０が備えられている。出力処理部７は、車両走行機器群７１、作業走行機器群７２、
報知デバイス７３などと接続している。車両走行機器群７１には、操舵モータ１４をはじ
め、図示されていないが変速機構やエンジンユニットなど車両走行のために制御される機
器が含まれている。作業走行機器群７２には、作業装置３０の駆動機構や、作業装置を昇
降させる昇降機構３１などが含まれている。通信処理部７０は、制御ユニット４で処理さ
れたデータを遠隔地の管理センタに構築された管理コンピュータ１００に送信するととも
に、管理コンピュータ１００から種々のデータを受信する機能を有する。報知デバイス７
３には、フラットパネルディスプレイやランプやブザーが含まれており、走行注意情報や
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自動操舵走行での目標走行経路からの外れなど、運転者に報知したい種々の情報を視覚的
または聴覚的の形態で運転者や操作者に対して報知する。報知デバイス７３と出力処理部
７との間の信号伝送は、有線または無線で行われる。
【００２７】
　入力処理部８は、衛星測位モジュール８０、走行系検出センサ群８１、作業系検出セン
サ群８２、自動／手動切替操作具８３などと接続している。走行系検出センサ群８１には
、エンジン回転数や変速状態などの走行状態を検出するセンサが含まれている。作業系検
出センサ群８２には、作業装置３０の位置や傾きを検出するセンサ、作業負荷などを検出
するセンサなどが含まれている。自動／手動切替操作具８３は、自動操舵で走行する自動
走行モードと手動操舵で走行する手動操舵モードとのいずれかを選択するスイッチである
。例えば、自動操舵モードで走行中に自動／手動切替操作具８３を操作することで、手動
操舵での走行に切り替えられ、動操舵での走行中に自動／手動切替操作具８３を操作する
ことで、自動操舵での走行に切り替えられる。
【００２８】
　制御ユニット４には、図１を用いて既に説明した機能部である、走行制御部４０、走行
距離算出部５１、走行時間算出部５２、作業管理部５０が備えられている。作業装置３０
を制御するために、作業制御部５４が備えられている。このトラクタは、自動走行（自動
操舵）と手動走行（手動操舵）の両方で走行可能である。このため、走行制御部４０には
、手動走行制御部４１とともに自動走行制御部４２が含まれる。この自動走行では、予め
設定された目標走行経路に沿って走行するので、この目標走行経路を設定する経路設定部
６１、設定された目標走行経路の所定位置まで走行するまでの適正な時間である目標走行
時間を設定する目標走行時間設定部６２が備えられている。
【００２９】
　目標走行経路の生成は、制御ユニット４または管理コンピュータ１００あるいはその両
方で行われる。制御ユニット４で、目標走行経路の作成を行う場合には、経路生成アルゴ
リズムを有する経路生成部６３が制御ユニット４に備えられる。管理コンピュータ１００
で目標走行経路が生成される場合は、生成された目標走行経路が制御ユニット４に送られ
、経路設定部６１によって設定される。自動走行制御部４２は、目標走行経路と自車位置
との間の方位ずれ及び位置ずれを算出し、自動操舵指令を生成し、出力処理部７を介して
操舵モータ１４に出力する。走行制御部４０を構成する手動走行制御部４１及び自動走行
制御部４２のいずれもが、操作指示により、走行機構１０に一定車速での走行を命じる定
車速指令を与えることができる。これにより、自動走行と手動走行のいずれであっても、
自動的に一定車速（直進走行と旋回走行とで異なる車速を採用してもよい）を維持して走
行する定車速走行が可能である。
【００３０】
　この実施形態においても、作業管理部５０には、図1を用いて説明した、進捗度算出部
５０１及びスリップ率算出部５０２が備えられている。制御ユニット４に入力されたデー
タや制御ユニット４で生成されたデータは、記録部５５に記録され、記録されたデータの
なかで指定されたものは、リアルタイム処理またはバッジ処理で、管理コンピュータ１０
０に転送される。
【００３１】
　作業管理部５０で管理されている各種項目、例えば進捗度、スリップ率、自動走行時の
方位ずれ及び位置ずれなどが、所定の許容範囲を超えた場合、報知デバイス７３を通じて
警報等を発するための報知データを生成する報知部５６も備えられている。また、ボタン
などの操作によって、進捗度などは報知デバイス７３を通じて報知させることも可能であ
る。
【００３２】
　トラクタの走行とともに、制御ユニット４で経時的に取り扱われるデータ群の一例が、
図５に模式的なタイムチャートで示されている。走行地点を結んだトラクタの走行経路が
、直線状で示されているが、その走行軌跡には直進経路や旋回経路が含まれている。つま
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り、図５の例では、走行地点Ｐ00からＰ04までが直進走行であり、Ｐ0４からＰ0５までが
旋回走行であり、Ｐ0５から再び直進走行と旋回走行が繰り返されている。
【００３３】
　図５で示された走行例では、所定の時点（Ｔ00・・・Ｔ06で示している）における自車
位置である走行地点を、Ｐ00・・・Ｐ06で示しており、各走行地点の間の距離である走行
距離を、Ｌ00・・・Ｌ06で示している。この走行距離は、衛星測位モジュール８０からの
測位データに基づいて算出されるので、各走行距離に必要とした走行時間（ｔ00・・・ｔ
06で示している）はスリップなどの影響を受けていない実距離走行時間となる。
【００３４】
　各走行地点間の目標走行時間(rt00・・・rt06で示している)が目標走行時間設定部６２
で設定されている場合、目標走行時間と実走行距離時間との差である時間ずれが算出され
る。この時間ずれが許容範囲を超えた場合、警告の報知や走行停止が行われる。また、走
行スタートからの実走行距離時間を積算することで、その時点までの積算実距離走行時間
を算出することができる。この算出された積算実距離走行時間も目標の積算実距離走行時
間との差が容範囲を超えた場合（時点T04）、警告の報知や走行停止が行われる。なお、
図５では、各積算実距離走行時間が一定長さ（一定時間）で図示されているが、実際には
ほとんど一定長さにはならない。
【００３５】
　実走行距離時間が目標走行時間を上回った場合、スリップが発生していると見なすこと
ができるので、実走行距離時間と目標走行時間とからスリップ率（図５ではｋ01・・・ｋ
06で示している）が算出され、記録される。スリップ率が予め設定された許容限度を超え
た場合、警告が報知される。もちろん、スリップ率は、後輪１２の車軸回転数から算出さ
れる見かけの走行距離と、測位データに基づいて算出された走行距離とから、スリップ率
の算出が可能であるので、スリップ率算出部５０２は、この方法で算出されたスリップ率
を用いてもよい。
〔別実施の形態〕
【００３６】
（１）上述した実施形態では、作業地走行での走行時間管理を実行する機能は、実質的に
作業車に構築されていたが、これらの機能のいくつかは、作業車以外に、例えば管理コン
ピュータ１００に分散することも可能である。そのような時間ベース管理システムの一例
が図６に示されている。このシステムでは、目標走行経路を設定する経路設定部６１、目
標走行時間設定部６２が、管理センタの管理コンピュータ１００または管理者の通信端末
に構築され、目標走行経路と目標走行時間とが作業車に転送される。実走行時間を算出す
る走行時間算出部５２やスリップ率算出部５０２は、利用するデータの転送などの理由か
ら作業車に構築されるのが好都合である。ただし、作業管理部５０は、作業車または管理
コンピュータまたは管理者の通信端末のいずれか都合のよい方に構築可能である。
【００３７】
（２）上述した実施形態では、作業車として、ロータリ耕耘機を作業装置３０として装備
したトラクタを、作業車として取り上げたが、そのようなトラクタ以外にも、例えば、田
植機、施肥機、コンバインなどの農作業車、あるいは作業装置３０としてドーザやローラ
等を備える建設作業車等の種々の作業車も、実施形態として採用することができる
【００３８】
（３）図１、図４、図６で示された機能ブロック図における各機能部は、主に説明目的で
区分けされている。実際には、各機能部は他の機能部と統合または複数の機能部に分ける
ことができる。
【産業上の利用可能性】
【００３９】
　本発明は、走行しながら対地作業を行う作業車に適用可能である。特に、目標走行経路
に沿って、自動走行する自動走行作業車に好適である。
【符号の説明】
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【００４０】
１　　　：車体
１０　　：走行機構
４　　　：制御ユニット
４０　　：走行制御部
４１　　：手動走行制御部
４２　　：自動走行制御部
５０　　：作業管理部
５０１　：進捗度算出部
５０２　：スリップ率算出部
５１　　：走行距離算出部
５２　　：走行時間算出部
５４　　：作業制御部
５５　　：記録部
５６　　：報知部
６１　　：経路設定部
６２　　：目標走行時間設定部
６３　　：経路生成部
７　　　：出力処理部
７０　　：通信処理部
７３　　：報知デバイス
８　　　：入力処理部
８０　　：衛星測位モジュール

【図１】 【図２】

【図３】



(11) JP 2017-209070 A 2017.11.30

【図４】 【図５】

【図６】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

